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有価証券上場規程の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（新規上場申請手続） （新規上場申請手続） 

第３条 （略） 第３条 （略） 

２～９ （略） ２～９ （略） 

１０ 新規上場申請者が国内の他の金融商品取引

所（法第２条第３２項に規定する特定取引所金

融商品市場を除く。）に上場されている場合の第

１項に規定する有価証券上場申請書には、第２

項から前項までの規定にかかわらず、本所の別

に定める書類を添付するものとする。 

１０ 新規上場申請者が国内の他の金融商品取引

所に上場されている場合の第１項に規定する有

価証券上場申請書には、第２項から第７項まで

の規定にかかわらず、次の各号に掲げる書類を

添付するものとする。 

 （１）上場申請を決議した取締役会の議事録の写

し（会社法第３７０条の規定により取締役会

の決議があったものとみなされる場合にあっ

ては、当該場合に該当することを証する書面

を含む。） 

（２）新規上場申請者の登記事項証明書 

（３）定款 

（４）最近２年間に終了する各事業年度に関する

財務諸表 

（５）最近１年間における各事業年度の事業報告

書（会社法第４３８条第１項に基づき定時株

主総会に提出された計算書類をいう。）の写し 

（６）上場申請日の直前の事業年度に関する定時

株主総会において会社法第１５６条第１項

（同法第１６３条及び第１６５条第３項の規

定により読み替えて適用する場合を含む。）の

規定による決議があった場合には、その議事

録の写し 

 （７）その他本所が必要と認める書類 

  

付  則 

この改正規定は、令和７年５月２６日から施行

し、この改正規定施行の日以後に上場申請を行う

者から適用する。 
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有価証券上場規程の取扱い要領の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

８．第３条（新規上場手続）第１０項関係 ８．第３条（新規上場手続）第１０項関係 

第１０項に規定する「別に定める書類」とは、次

に掲げる書類とする。 

（１） 第３条第２項第１号から第３号まで、第６

号及び２．（３）ｂ、ｊに掲げる書類 

（新設） 

 

（１） 第４号の「最近２年間に終了する各事業年

度に関する財務諸表」は、法第２４条の規定に

よる「有価証券報告書」をもって代用すること

ができるものとする。 

（２） 法第２４条の規定による「有価証券報告

書」 

（２） 第７号に規定する「本所が必要と認める書

類」とは、次に掲げるものをいうものとする。 

  ａ 経理規程、原価計算規程、職務権限規程、

営業管理規程、株式事務取扱規程、内部情報

管理規程その他これらに類する諸規定の写

し 

ｂ 本所所定の「株式分布状況表」 

（３） 前（１）及び（２）に掲げる書類のほか新

規上場申請者がＱ－Ｂｏａｒｄへ申請する場

合（申請日において国内の他の金融商品取引

所の新興市場に上場後３年を経過していない

場合を除く。）には、第３条第２項第７号ｃ、

第８号ａからｃまで及び２．（３）ｏに掲げる書

類 

（新設） 

（４） その他本所が必要と認める書類 （新設） 

 

１１．第６条（上場審査料）関係 １１．第６条（上場審査料）関係 

（１） （略） （１） （略） 

（２） 新規上場申請者の発行する有価証券が、既

に国内の他の金融商品取引所に上場されている

場合には、第６条に規定する本所が定める金額

は１００万円とする。 

（２） 新規上場申請者の発行する有価証券が、既

に国内の他の金融商品取引所に上場されている

場合には、第６条に規定する本所が定める金額

は５０万円とする。 

（３）～（６） （略） （３）～（６） （略） 

  

１７．第１２条の４(上場市場の変更審査料）関係 １７．第１２条の４(上場市場の変更審査料）関係 
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（１） 第１２条の４に規定する「本所が定める金

額」は、１００万円とする。 

（１） 第１２条の４に規定する「本所が定める金

額」は、５０万円とする。 

（２）～（４） （略） （２）～（４） （略） 

  

  

付 則  

この改正規定は、令和７年５月２６日から施行

し、改正規定施行の日以後に上場申請を行う者か

ら適用する。 
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株券上場審査基準の取扱いの一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

１．第２条（上場審査）関係 １．第２条（上場審査）関係 

（１） （略） （１） （略） 

（２） 第１項各号に掲げる事項の審査は、それぞ

れ次に掲げる基準に適合するかどうかを検討す

るものとする。 

（２） 第１項各号に掲げる事項の審査は、それぞ

れ次に掲げる基準に適合するかどうかを検討す

るものとする。 

 ａ～ｃ （略）  ａ～ｃ （略）  

 ｄ 第４号関係  ｄ 第４号関係 

 （ａ）～（ｄ） （略）  （ａ）～（ｄ） （略） 

 （削る）  （ｅ）（ａ）から前（ｄ）までの規定にかかわら

ず、新規上場申請者の発行する株券が既に国

内の他の金融商品取引所に上場しており、新

規上場申請者の企業内容等の開示実績が良好

である場合には、その状況を勘案して、審査を

行うこととする。 

 ｅ （略）  ｅ （略） 

（３） 新規上場申請者が国内の他の金融商品取

引所（法第２条第３２項に規定する特定取引所

金融商品市場を除く。）に上場されている株券の

発行者である場合であって、当該金融商品取引

所への上場後の財政状態及び経営成績、コーポ

レート・ガバナンス及び内部管理体制並びに企

業内容等の開示実績等の状況から本所が適当と

認める場合には、前（２）に定める審査の全部ま

たは一部に適合するものとして取り扱うことが

できるものとする。 

（新設） 

（４） （略） （３） （略） 

（５） 新規上場申請者が外国会社である場合に、

当該新規上場申請者の発行する株券等が、本所

以外を主たる市場とするものであって、当該主

たる市場における有価証券の上場、上場有価証

券の発行者の適時開示、上場廃止その他上場有

価証券に関する法制度及び規則の整備及び運営

の状況等から本所が適当と認める場合には、

（４） 新規上場申請者が外国会社である場合に、

当該新規上場申請者の発行する株券等が、本所

以外を主たる市場とするものであって、当該主

たる市場における有価証券の上場、上場有価証

券の発行者の適時開示、上場廃止その他上場有

価証券に関する法制度及び規則の整備及び運営

の状況等から本所が適当と認める場合には、
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（２）及び前（４）に定める審査の全部又は一部

に適合するものとして取り扱うことができるも

のとする。 

（２）及び前（３）に定める審査の全部又は一部

に適合するものとして取り扱うことができるも

のとする。 

（６） （２）から前（５）までの規定にかかわら

ず、新規上場申請者が上場会社の人的分割によ

り設立される会社であって、当該分割前に上場

申請が行われた場合には、第１項各号に掲げる

事項の審査は、分割により承継する事業及び分

割の計画等について、（２）から前（５）までに

掲げる基準に適合するかどうかを検討するもの

とする。 

（５） （２）から前（４）までの規定にかかわら

ず、新規上場申請者が上場会社の人的分割によ

り設立される会社であって、当該分割前に上場

申請が行われた場合には、第１項各号に掲げる

事項の審査は、分割により承継する事業及び分

割の計画等について、（２）から前（４）までに

掲げる基準に適合するかどうかを検討するもの

とする。 

（７） 第３項に規定する本所が定める期間は、

本所が上場申請を受理してから３か月とする。

ただし、前（３）の規定の適用を受ける場合

は、当該期間を短縮することができる。 

（６） 第３項に規定する本所が定める期間は、

本所が上場申請を受理してから３か月とする。 

    

  

  

  

４．第５条（Ｑ－Ｂｏａｒｄの上場審査）関係 ４．第５条（Ｑ－Ｂｏａｒｄの上場審査）関係 

（１） 第１項各号に掲げる事項の審査は、それぞ

れ次に掲げる基準に適合するかどうかを検討す

るものとする。 

（１） 第１項各号に掲げる事項の審査は、それぞ

れ次に掲げる基準に適合するかどうかを検討す

るものとする。 

 ａ 第１号関係  ａ 第１号関係 

 （ａ）～（ｆ） （略）  （ａ）～（ｆ） （略） 

（削る）  （ｇ）（ａ）から前（ｆ）までの規定にかかわら

ず、新規上場申請者の発行する株券が既に国

内の他の金融商品取引所に上場しており、新

規上場申請者の企業内容等の開示実績が良好

である場合には、その状況を勘案して、審査を

行うこととする。 

 ｂ～ｄ （略）  ｂ～ｄ （略） 

（２） 新規上場申請者が国内の他の金融商品取

引所（法第２条第３２項に規定する特定取引所

金融商品市場を除く。）に上場されている株券の

発行者である場合であって、当該金融商品取引

（新設） 
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所への上場後の財政状態及び経営成績、コーポ

レート・ガバナンス及び内部管理体制並びに企

業内容等の開示実績等の状況から本所が適当と

認める場合には、前（１）に定める審査の全部ま

たは一部に適合するものとして取り扱うことが

できるものとする。 

（３） （略） （２） （略） 

（４） （１）又は前（３）の規定にかかわらず、

新規上場申請者が上場会社の人的分割により設

立される会社であって、当該分割前に上場申請

が行われた場合には、第１項各号に掲げる事項

の審査は、分割により承継する事業及び分割の

計画等について、（１）又は前（３）に掲げる基

準に適合するかどうかを検討するものとする。 

（３） （１）又は前（２）の規定にかかわらず、

新規上場申請者が上場会社の人的分割により設

立される会社であって、当該分割前に上場申請

が行われた場合には、第１項各号に掲げる事項

の審査は、分割により承継する事業及び分割の

計画等について、（１）又は前（２）に掲げる基

準に適合するかどうかを検討するものとする。 

（５） 第３項に規定する本所が定める期間は、本

所が上場申請を受理してから２か月とする。た

だし、前（２）の規定の適用を受ける場合は、当

該期間を短縮することができる。 

（４） 第３項に規定する本所が定める期間は、本

所が上場申請を受理してから２か月とする。 

  

 

付  則 

この改正規定は、令和７年５月２６日から施行

し、改正規定施行の日以後に上場申請を行う者か

ら適用する。 

 

 

 
 

 

 


